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研究成果の概要（和文）：　本研究は，プリンシパル・エージェント理論を準拠しつつ，日本の地方政府内部の委任・
監督構造を考察した．特に，地方政府内部での委任内容が一貫性をもちながら，受任者側の自律性を確保するという2
つの課題をともに実現するための前提条件を明らかにすべく，理論面と実証面からの研究と考察を進めた．
 資料調査では，各自治体の例規集，行政改革資料等の行政文書への調査を行った．インタビュー調査では，公有財産
管理，健康政策，復興政策等の各政策分野を対象に上記の問いのもと実施した．以上の調査を踏まえて，地方政府内で
の委任内容の使い分けの実態を明らかにすることができた．研究結果は，研究論文として公刊をした．
　

研究成果の概要（英文）： In this research, I studied the delegation and supervision structure of the 
local government of Japan. Research question is as follows. Within local government , how the mandate to 
subordinates from the chiefs have been complied with . And , what can be assured of the subordinates of 
autonomy.
　In order to clarify this research question, Iinvestigated the document materials on delegation and 
supervision system, the interviews local governments. As research results, i published research papers.

研究分野：行政学，都市行政論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
本研究では，プリンシパル・エージェント
理論を準拠しつつ，わが国の地方政府内部の
委任・ 監督構造を考察することとした． 
従来の政治学・行政学では，立法府と行政
府間の委任関係を対象に研究し， 立法府か
らの委任による行政府の裁量が拡大する条
件を明らかにしてきた． 
しかし，委任は立法府と行政府の間で留ま
るものではない．受任側の行政府内は階統的
であるため委任・監督構造が連鎖しているの
が実際である．そして，同構造を支える委任
制度は，規定内容の概括性から委任と受任の
双方に裁量を与えてもいる．つまり，政府内
での委任の運用は自律性が高い現状にある
のではないか，という問題意識をもった． 
そこで，本研究では，政府内部では，どの
ように委任内容の一貫性を確保しつつ，そし
て，委任制度を使い分けるのか，と研究上の
問いを設け，この問いを明らかにすべく，地
方政府内の理論的分析と実態観察を通じた，
政府内の自律性が発生する要因を考察する
こととした． 

 
２．研究の目的 
 
上記の問いを探究するため，まずは，既存
の委任研究の成果を踏まえた，理論的な特性
を明らかにすることを目的と置いた．次いで，
地方政府を対象に委任・監督制度の実態を明
らかにすることを目的とした．これらの目的
を明らかにすべく，本研究では，以下の（１）
～（３）の課題に取り組むこととした． 

  
 
（１）委任理論の分析 
委任に関しては，プリンシパル・エージェ
ント理論を中心に，政治学や経済学による理
論的・実証的な研究が蓄積されてきた．また，
行政法学による行政組織論でも多く研究さ
れてきた．本研究ではこれらの委任に関する
各種既存研究を統合しつつ，地方政府内での
委任・監督構造の理論的な妥当性を検証する
こととした． 
 
（２）委任・監督制度の分析 
地方政府内の委任・監督制度は，要綱等の
行政内規に根拠をもつ．研究代表者の従来研
究において，各内規では概括的・例示的に規
定されており，委任者と受 任者の双方に裁
量権を付与する現状を把握してきた． 
しかし，内規の収集と分析は未だ部分的で
あった．また，制度特性の把握には，内規規
定の変遷の追跡も不可欠である． 
そこで，行政内規と制度運用に関する現状
把握と資料調査を通じて，委任・監督制度の
動態を明らかにすることとした． 
 
 

（３）委任内容の分析 
近年，首長候補者は数値目標や工程表を示
したマニフェストを提示し選挙に臨むこと
が多い．そして，当選後には，マニフェスト
を具体化するため，予算や計画， 人事・組
織的な対応を行ってきた． 
本研究では，これらのマニフェストが当選
後の地方政府内での受容をテーマに，①予算
編成，②組織編成，③定数管理・人事管理， 
④計画策定の 4 つの分野を対象とする実態
把握を通じて，委任の具体化の過程を明らか
にすることとした． 
 
３．研究の方法 
 
本研究では，日本の地方政府内での委任と
監督に関する制度（委任規定，決裁規定等）
を対象に考察を進めた． 
現在，これらの制度は個別地方政府での公
表が進み，比較的接近はしやすい環境にある．
一方，各規則は統一的な観点から集積した既
存データは構築されておらず，制度間の比較
分析を困難にしている．そのため，本研究の
基盤整備作業として，委任と監督に関する制
度の収集を進めた． 
また，運用状況は制度と同様に統一的なデ
ータは不在であり，制度運用は明らかにされ
ていない．そこで運用状況を把握するために
も，個別地方政府に対する聞き取り調査の実
施が不可欠となる． 
本研究では複数部門，各自治体の経験者等
に対して，多角的な聞き取り調査を行った． 
 
４．研究成果 
 
 上記の研究背景，目的，方法のもと 3年間
にわたり研究を進め，次の研究成果を得た． 
まず，研究期間を通じて，委任と監督に関
する各種行政資料（委任規定，決裁規定等）
の収集とその整理を進め，上記の目的（２）
を行った．同研究を通じて，委任と監督制度
の全国的な傾向性の把握を試みた．  
 初年度は，収集した委任規定，決裁規定等
の行政資料に基づき各制度間の運用状況を
明らかにした．これにより，各制度を使い分
ける現状を検証した．具体的には，委任制度
として，専決，委任，代決，直接決定の 4類
型をもとに，事案の重要性と決定の不確実性
のなかで，委任制度の選択が実施されること
を明示した．これにより，上記の目的（１）
で示した既存の委任に関する理論的な理解
では，固定的な制度とも解されてきた同制度
が，使い分けられる現状を明らかにした．講
義の委任の制度条文同研究に関しては，下記
「５．主な発表論文等」の通り，公刊した． 
上記の目的（３）で示した委任内容の分析
に関しては，長のマニフェストの既存制体系
の受容を対象に，委任と監督構造に関する調
査と考察を進めた． 
以上のように初年度は研究を進めつつも，



当初の研究計画では更に制度を一般的に考
察分析する計画であったが，制度運用におい
ても多様な現状があることが把握できたこ
ともあり，よりその実態を把握すべく研究方
法を次年度以降修正することとした． 
 ２年度目は，上記の目的（２）に該当する
資料調査を継続的に進めるとともに，上記の
目的（３）に該当する調査をすすめた． 
まずは，初年度から引き続き，委任内容の
分析を進めた．具体的には，福井県を一とす
る各県における知事選挙時に提示されたマ
ニフェスト（公約）が行政組織内に摂取され
る構造について現地調査をもとに研究を行
った．同研究では，首長交代前から持続する
政策体系と新しい政策（体系）との間で既存
政策体系にマニフェストが受容される場合，
併設される場合，マニフェストにより刷新さ
れる場合があることを検出し，これにより行
政組織内部で，長のマニフェストの内容が異
なることにより，行政組織内の受容後の監督
制度も考察しており，その使い分けを明らか
にした．また，あわせて受容同研究に関して
は，下記「５．主な発表論文等」の通り，公
刊した． 
上記の目的（３）を進めるうえでは，初年
度の経験を踏まえて，対象をより焦点を絞り，
個別実例への接近を試みた．その際，政策分
野を，一つの自治体のなかでも施設毎に委任
と監督の構造が分離と融合は併存する公有
財産管理に新に定めた． 
対象自治体も上記の目的からは変更し，財
政規模が極めて厳しい自治体である夕張市，
豊かな財政力をもつ首都圏近郊の市区（武蔵
野市，新宿区，鎌倉市）等に対する調査を行
った． 
最終年度は，2年間の調査研究と引き続き，
上記の目的（３）に該当する個別自治体への
聞き取り調査を実施した．2 年度目の経験か
らも，さらに個別実例からの接近の必要性も
痛感したこともあり，3つの政策分野を定め，
研究を進めた． 
一つめは，2 年度目と同様に公有財産管理
の調査である．公有財産管理に関して，庁舎
等の施設集約を進めた紫波町に対する調査
を行い，長からの組織内部への委任が実現す
るプロセスを明らかにした． 
二つめは，健康政策である．健康政策では，
長の意思として受動喫煙政策の実現を構想
されたものの，条例としての規制には実現に
は至らなかった，東京都の実例を対象にプロ
セスを明らかにした．同研究内容は，下記「５．
主な発表論文等」の通り，報告を行った． 
なお，二つの政策分野に関する研究は，今
後更なる研究を積み重ねたうえで，公刊に向
けた準備を進めていく予定である． 
三つめは，復興政策である．特に，震災復
旧時での一般職員の対応に関して，部署毎で
の対応，平常業務と非常時業務の振り分けの
現状を明らかにした．具体的には，復旧時と
復興時の二つの時点間での業務内容を比較

しつつ，前者の時期についても平常業務を併
存しつつ，業務の委任と監督が進められたこ
とを明らかにした．同研究に関しては，下記
「５．主な発表論文等」の通り，公刊した． 
 以上３カ年の研究を通じて，地方政府内で
の委任制度の使い分けの実態を把握するこ
とができた．他方で，その使い分けの前提条
件の把握に関しては，上記の個別自治体毎，
政策分野毎での使い分けが明らかになるに
つれて，地方政府内部に留まらず，外部要因
によって規定されることも把握できた． 
これらの使い分けに至る前提条件を更に
規定する要因については，次なる研究課題で
あることを把握できたことも研究成果とな
った． 
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